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1.　はじめに：研究の背景と目的
本稿は、20 世紀から続く交通問題の原因である外部不経済の発生を内部化するため
には利害関係者間の合意形成が重要であり、低コストの河川舟運の導入が合意形成に
寄与し効率的で持続可能な交通システムの構築を可能にするという仮説について、首
都圏荒川に既存の資産を共有・活用し行政・市場・市民セクターが連携して運営する
「ソーシャル舟運」を導入した場合をモデルケースとして検証することを目的とする。
2.　交通問題とは何か
（1）モータリゼーションの発展と自動車の社会的費用
現在の交通システムでは自動車が過度に選好されている。国土交通省によると昭和
40 年代以降鉄道、内航海運などの他の交通機関と比べて自動車の使用量は著しく増加
し、近年は貨物輸送量、旅客ともに約 6 割を自動車による輸送が占めている。
自動車保有台数は世界的に見ると増加傾向が続き、2050 年には 2000 年と比べ 3 倍
の約 20 億台となるという見通しもある（愛知県 HP「自動車産業の現状と将来予測」 
http://www.pref.aichi.jp/cmsfiles/contents/0000049/49118/1syou.pdf より）
これほどまでに自動車が選好される理由として、宇沢は自動車が本来負担すべき社
会に及ぼす影響に対するコスト（道路建設・維持費、交通事故による被害、環境破壊
の被害、道路混雑の被害といった社会的費用）を支払うこと無く使用可能であること
を挙げている（宇沢、1974：78）。つまり、社会的費用は社会全体に転嫁され、自動車
の使用者はわずかな代価を支払うだけで高い利便性を獲得できるためにその需要が増
大したというのである。
この自動車の社会的費用不払いは市場を介さず行われる経済活動が他の経済主体の環
境に悪影響を与える市場の失敗の代表的例である「外部不経済」の発生に他ならない。
（2）環境破壊、資源枯渇
モータリゼーションの発展がもたらす深刻な環境破壊のひとつは地球温暖化の原因
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とされる CO2 の排出であると考える。国内 CO2 排出量の約 2 割を運輸部門が、その
うち約 9 割を自動車が占めている（国土交通省 HP「運輸部門における二酸化炭素排
出量」 http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000007.
html より）。アジアなどの新興国を中心に増加傾向にある自動車の主体は電気自動車な
どの環境性能に優れた車ではなく、ガソリンエンジン車になると予想される。その場
合、自動車による CO2 排出量の増加は継続し、地球環境に深刻な影響を与える。2050
年に世界で 20 億台となる見通しの自動車から、2011 年の国内状況（自動車保有台数 8
千万台で 2 億トン）と同割合で CO2 が排出された場合、その総量は 50 億トンとなる。
これは 1950 年の全世界の CO2 総排出量を自動車だけで排出することになる。
国土交通省によると、2009 年の国内エネルギー消費の約 2 割が運輸部門、そのうち
旅客で 8 割以上、貨物で 9 割とそのほとんどを自動車が消費している。運輸部門のエ
ネルギー源別消費は石油系エネルギーが 98％を占め、交通機関がエネルギー源を再
生不能な化石燃料に依存していることがわかる（資源エネルギー庁 HP「部門別エネ
ルギー消費の動向」http://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2011html/2-1-2.
html より）。
原油生産は今世紀前半にピークを迎えた後、減産傾向となる（ピークオイル）とい
われる。原油減産に伴う価格高騰によりその使用が経済的に見合わなくなり、また究
極的には原油が枯渇すると原油依存の交通機関は当然使用することができなくなる。
21 世紀後半には石油枯渇が現実となるとの指摘もある（小宮山、1999：29）。
（3）地方における問題
モータリゼーションが発達すると、公共交通機関利用者の減少→採算悪化→運賃値
上げや事業縮小→利便性劣化→更に車依存が促進、という循環的状況に陥り、車を単
独利用できない高齢者や障碍者、学生などの移動の自由が奪われる。交通弱者や買い
物難民と呼ばれる問題である。昭和 40 年代には自動車通行を阻害するという理由から
国内各地で路面電車が撤去され、その後も代替交通であるバス路線の廃止やサービス
低下により交通弱者が増加し続けている（家田、岡、2002：219）。
日本で 2000 年から 2002 年にかけて市場メカニズムに基づく競争促進によるサー
ビス向上を目的に道路運送法や鉄道事業法が改正され、交通分野の規制緩和が行われ
た。しかしその規制緩和によって地元市町村の同意無くして事業者の撤退を可能にし
たことから地方公共交通の衰退を促進することとなった（中部地域公共交通研究会編、
2009：24）。
行政は公平性を原則として事業を行うため画一性を免れず、先例のない事態に対し
て柔軟に対応することは一般に困難である（長谷川、浜、藤村、町村、2007：525）。
日本では地方自治体の課税自主権に厳格な統制があり、地方自治体が独自の事業を企
画しても、使途を特定されない一般補助金（交付税）の交付は中央政府の制限が大き
い。特定補助金（国庫支出金）も中央政府から細かい補助条件がつけられるため、結
局地方自治体は自分の企画した事業を放棄し中央政府企画の事業で妥協することにな
る（神野、2002：100–101）。このような状態では地方自治体が地域住民の真の需要に
合致した事業を行うのは難しい。
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（4）都市における問題
日本の地方都市ではモータリゼーション進行に伴い郊外一戸建てへの志向が強まり、
鉄道会社も沿線に宅地開発を進めてその傾向を助長した。住宅地の開発と鉄道整備を
結合した手法は高度成長とともに大規模に推進され、私鉄事業者の標準的開発手法と
なった（家田、岡、2002：165）。その結果、都心に職場を持つ多くの郊外居住者は通
勤距離増長、交通渋滞による長時間通勤、通勤電車内の過密な混雑という苦痛を余儀
なくされている。
また自家用車による来訪を前提とした巨大駐車場を備えた大規模ショッピングセン
ターが郊外に立地し、車で買い物に出かけるという生活様式が定着してきた。その結果、
中心市街地における商店街の空洞化が全国規模で広がっている（家田、岡、2002：65）。
車中心のまちづくりでは人間同士の信頼関係構築が希薄になることが懸念される。
交通手段が車しかなければ生活が職場と家庭のみになり、他人と関わりを持つ機会が
極端に減少する。その代表例が車によって都市が成立すると考えられた高度成長期の
モデル都市と言える筑波研究学園都市であり、車によって生まれた低密な人工空間で
は人との接触機会が極端に少なく、人と関係性をつくりにくいとされる（小栗、2009：
5–8）。
（5）インフラの整備
公共交通機関が適切に運営されるためには政府、自治体によりよく調整された包括
的な土地利用、交通計画と調整権限が必要である（廣岡、1998：132）。しかし、現在
日本は生産年齢人口減少による税収減少、高齢者人口増加による社会保障費等の歳出
増加および不足分の補塡のため公債残高増加という財政状況にある。平成 21 年度の国
土交通白書では、このような財政状況ではインフラ整備に投入できる予算は制限され、
2037 年度には維持管理・更新費が投資可能総額を上回ると試算している。従って日本
のインフラ整備の新規建設は困難であり、高度成長期のストックを有効利用する方向
性が合理的であると考える。
（6）外部不経済の内部化
上記の交通問題は車の使用に伴う外部不経済の発生に起因する。従って問題を解決
するには外部不経済を内部化する必要がある。外部不経済を内部化する経済学的な方
法としては、「ピグー課税」「合併」「コースの定理」がある（井堀、1998：93–100）。
このうち、「コースの定理」は課税などの政府介入なしに、民間の経済主体の自主性
に任せることで外部不経済を内部化できる可能性を示したものである。この定理を提
唱したコースは、交渉による利益が存在する限り、当事者間での自発的交渉が行われ
る動機が存在するので、その利益が消滅するまで資源配分が変更され、最終的には市
場の失敗も解決するとした。しかしマンキューはコースの定理が適合せず外部不経済
の内部化に失敗する原因として、取引や市場への参加のための費用である取引コスト
がかかること、利害関係者が自分にとって有利な取引条件を要求すること、利害関係
者の数の多さを挙げている（マンキュー、2000：285）。
金子らは、コミュニティのソーシャル・キャピタル（ここでは協調行動を誘発する
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ことで一定のルールを自発的に共有する人々の集まりであるコミュニティのメンバー
に具体的成果を発生させる社会的共有資源と定義される）が高いと、人々のインタラ
クションによって発生する取引コストが低くてすむとしている（金子、玉村、宮垣、
2009：14、21–22）。
インターネット時代以前は情報交換や交渉自体に高い取引コストがかかり、そこに
コストをかけることは非効率的であり、資源を共有して使用（＝シェア）するよりも
大量生産・大量消費した方が効率的であった。しかし 20 世紀終盤から一般市民がイン
ターネットを使用できるようになり、取引コストの爆発的低減によって地理的・物理
的・感情的制限が低くなり容易にグループを作ること、自己組織化が出来るようになっ
た（ボッツマン、ロジャース、2010：164–165）。つまりインターネット上では小さな
限界費用でサービスが提供できるため、コースの定理がうまく適用できない原因であっ
た取引コストの低減が可能になり、共有することの方が容易かつ効率的になるケース
も現れてきたのである。
3.　交通問題に対する取り組み事例の考察
社会的ストックとしてのインフラが十分備わっている都市部の交通システムでは効
率性や低環境負荷が重視され、ピグー課税を実現するロードプライシング、混雑を解
消し地域活性化を狙うパークアンドライドや LRT 導入、車や自転車を共有資源として
インターネットを通じて低コストで管理するシェアリングなどが行われている。地方
においては社会的に必要最低限度の生活水準（ソーシャル・ミニマム）の確保が重視
され、地域の公共交通確保手段として市町村が主体的に運営するコミュニティバスの
導入が多く見られる。
これらの事例から、交通問題対策の鍵として住民との合意形成が重要であると考える。
香港のロードプライシング導入試行（小淵、1993：214–215）や宇都宮市の LRT 計
画では、合意形成が成功せず、交通政策を含めたまちづくりがすすまない例（宇都宮
大学 HP　http://gyosei.mine.utsunomiya-u.ac.jp/soturon2008/soturonkojima.pdf ）が
報告されている。一方、大規模な市民参加ワークショップが実施され交通政策への影
響や社会実験に繋がった札幌市の例（交通まちづくり研究会、2006：183–191）や、住
民に対する説明や意向集約・意識の啓発に留意した結果、行政補助なしに運賃収入と
寄付を財源とするコミュティバスの導入を成功させた京都市伏見区の醍醐コミュニ
ティバス（経済産業省 HP　http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/community/data/
jirei11_nova16fy.pdf ）の例がある。
公共事業への市民参加の目的は、価値観の多様化により専門家だけの議論では市民の
ニーズに応えられないこと、行政の公共事業選択に対する評価と市民の判断が必ずしも
整合しないため事業選択の判断の過程に市民を巻き込むことによって長期的に見れば効
率的な選択を行えること、事業を円滑に進める手段として捉えるだけではなく「参加」
は成熟社会における市民の権利かつ義務であることなどが挙げられる（太田、1998：
8–9）。合意形成された結果が将来にわたって必ず最大の便益をもたらすとは限らない
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が、その場合でも、市民セクターとして納得し受け入れる責任を負うことになる。
合意形成のためには交渉、ワークショップや説明会の開催など多大なコストが必要
となるが、インターネットの利用により、知らない者同士が共同利用に合意し、需要
を管理し、既存資産を有効活用することが低コストで実現できる。例えば、ニュージー
ランドの自家用車相乗り募集サイト「JAYRIDE（ http://www.jayride.co.nz ）」では、
相乗りの際の料金は自家用車の所有者が自由に設定し、利用者同士に交渉を任せ、サ
イト自体は広告を収入源として利用料を取らない（00（ゼロ・ゼロ）、2014：95–97）。
4.　舟運の優位性
（1）舟運の優位性と課題
河川舟運は交通システムとして現在隆盛とは言えないが、時速 20～30 km 程度の低
い速度域において他の交通機関と比べ高い経済性を有する。Fig. 1 に交通機関の経済
性を評価する Kármán–Gabrielli 線図（以下 K–G 線図）を示す（赤木、1995：55）。K–
G 線図は縦軸が比出力、横軸が最大速力であり、同一速度域では比出力が小さい（図
の下側）ほど経済性が優れているとされる。航空機や船舶は交通容量が大きく渋滞発
生が無いため巡航速度としてほぼ最大速力を発生させることが可能である。平成 11 年
度の国土交通省交通センサスによると、東京 23 区内の平日ピーク時における一般国道
のトラック平均速度は時速 18 km である。そこで都市部における車の最大速力を時速
20 km として K–G 線図にプロットする（図中◇印で「20」と書かれたポイント）。車
と船舶は同速度域となり、車は比出力が大きく、他の交通機関に比べて経済性が劣り、
船舶が高い経済性を示す。
ここで国内の貨物輸送を車から船舶に転換した場合を考える。車で輸送していた貨
物の一部を船舶に転換した場合の CO2 排出量を Fig. 2 に示す。各輸送機関の単位輸送
Fig. 1　K–G 線図 Fig. 2　 車から船舶へ貨物輸送を転換した場
合の CO2 排出量
（赤木、1995：55 を基に筆者作成） （筆者作成）
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量は 2004 年度と同等とし、縦軸に CO2 排出量、横軸に車から船舶への転換比率を取っ
た。車による貨物輸送を 100％船舶に転換すると、全輸送機関による CO2 総排出量は
約 1 億トンから 2 千万トンへと 8 割の削減、50％の転換率でも 4 割削減（総排出量約
6 千万トン）される。船舶航行が可能な地域においては車から船舶への輸送転換を促
進することで、環境負荷低減に大きな効果をもたらすことが期待できる。
各交通機関に必要なインフラ建設費の目安を Table 1 に示す。自動車や鉄道の運用
には道路や線路といったインフラ建設およびそのメンテナンスが通行する全域に渡っ
て必要となり、用地確保にも莫大なコストを要する。河川舟運は護岸・浚渫などのイ
ンフラ建設・整備を流域全体に渡って行う必要はなく、拠点として整備すべき船着場
の建設費は一カ所数億円であり、他の交通機関と比較して圧倒的に低コストで建設で
きる。
舟運の課題としては定期航路の事業性の悪さ、船舶償却費の負担の大きさ、船舶係
留地の少なさと費用の高さ、船着場と街の中心地とのアクセスの悪さ、小規模事業者
参入の困難さ（定期航路では高い運賃設定ができないので届出のみで済む 12 人以下の
小規模では事業参入しにくい）（山本、2011：23–24）などが挙げられる。これらの解決
のためには舟運事業者が安定して事業運営できる環境整備、船着場などのインフラの
活用、河川敷地を活用した地域振興などが有効であると考えられる。また Fig. 1 に示
したように船舶は他の交通機関に比べ速力が小さいので、渋滞が発生しにくい河川の
大きな交通容量を活かし定時性の確保でカバーするなどの対応が必要となる。一方で、
三浦は現代の高速化された交通機関は人間の時間・速度の感覚に適合せず、搭乗中に
車窓に目を向けることも少ない現状を指摘し、時間と空間を五感で受け止める舟運に
よる旅の醍醐味・無駄の効用を提案している（三浦、陣内、吉川、2008：63–70）。
Table 1　インフラ建設費の比較
交通機関 建設費 備考
リニア中央新幹線 200 億円／ km 建設費 90,300 億円／ 438 km（東京 ─ 大阪間）
地下鉄 200～350 億円／ km
モノレール 100～190 億円／ km
新交通システム 70～120 億円／ km
整備新幹線 50～60 億円／ km
路面電車（LRT） 15～30 億円／ km
東京外かく環状道路 800 億円／ km 大泉～宇奈根間 16 km。大部分が地下
第 2 東名高速道路 200 億円／ km 海老名～東海間 285 km
船着場（荒川リバー
ステーション）
2 億円／ km 荒川可航域 34 km 間のリバーステーション（13 カ所）
建設費を川口防災船着場と同額（6 億円）と仮定
（出典）以下より筆者作成。
　リニア中央新幹線：リニア中央新幹線 HP（http://www.linear-chuo-shinkansen-cpf.gr.jp/gaiyo1.html）
　地下鉄、モノレール、新交通システム、整備新幹線、路面電車：松浦晋也、2012、『のりもの進化論』太
田出版、206 ページ
　東京外かく環状道路：国土交通省 HP「新規事業採択時評価結果（平成 21 年度新規事業化箇所）」（http://
www.mlit.go.jp/road/ir/ir-hyouka/21sinki/1_h20_39.pdf）
　第 2 東名高速道路：首相官邸 HP「道路関係四公団民営化推進委員会開催状況等委員懇談会　平成 17 年
2 月 4 日配布資料」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/road/kondankai/050204/siryou2.pdf）
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（2）ソーシャル舟運
河川舟運の高い経済性を活かした低コスト運営を実現することで、インターネット
上のサービスと同様に小さい取引コストで利害関係者間の合意形成を容易にもたらし、
モータリゼーションから生ずる外部不経済を内部化する手段となり得る。インターネッ
トが情報サービスを提供する手段であるのに対し、河川舟運は物理的なサービスを担
うことになる。
河川は多様な地域を通り、流域には多くの利害関係者が存在する。これは従来コー
スの定理を成立させない要因のひとつであるが、河川舟運が持つ高い経済性および既
存資産の共有による低コスト化によって解消され、逆に多様な需要をもたらす。
河川流域において既存の舟運事業者、インフラ等の資産を共有・活用し行政・企業・
市民セクターが連携して運営する舟運を「ソーシャル舟運」と定義する。
ソーシャル舟運導入により CO2 排出量が削減され、また市民セクターが運営に携わ
ることで地域コミュニティの活性化がもたらされ、互酬的行為の増加による社会的コ
スト削減といった交通以外の外部不経済の縮小が期待できる。
鉄道など他の交通機関との有機的な連携も行う。交通容量の大きい河川舟運に旅客・
貨物を転換することで、道路や鉄道の過剰な交通密度が分散、低減され、総合的な物
流効率が向上するとともに、多様なルートを確保することで多様な需要に対応でき、
災害など緊急時の交通確保にも大きく貢献する。
5.　荒川におけるソーシャル舟運
ソーシャル舟運を首都圏荒川の可航域（河口～埼玉県秋ヶ瀬取水堰間の 34.5 km）に
導入すると仮定し、その目的および方針、運用方法を思考実験的に検討し評価を行う。
（1）目　的
首都圏のような都市部では輸送密度が高いために交通容量が不足している。従って
効率性や混雑緩和および低環境負荷性を重視した交通システムの導入が求められる。
また荒川流域は小規模工場、倉庫、住宅が混在している地域である。居住環境につ
いては、例えば板橋区高島平は住民の高齢化、建物の老朽化、団地の空き室の増加な
どが問題となっている。産業環境については、工場数は多く業態も出版・印刷、皮革、
機械製造関連など多様であるが設備の老朽化や後継者不足などの課題を抱え工場数も
減少傾向にある。
従って荒川におけるソーシャル舟運導入は効率性、低環境負荷性の向上を図るとと
もに地域活性化に貢献することを目的とする。
（2）方　針
地域にストックされている既存の資産を可能な限り共有し活用する。ボッツマンら
がコラボ消費（＝シェア、共有）の成立する原則のひとつとしている余剰キャパシティ
（ボッツマン、ロジャース、2010：106）は社会の中に物質的なストックが既存である
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ことを指し、これは荒川流域の様な先進国の首都圏で満たされる条件である。
荒川では防災用船着場「リバーステーション」が 13 カ所（9 カ所は完成済み）に整
備されている。リバーステーションを防災用のみならずソーシャル舟運の拠点として
用いる。
実際の船舶の運航は専門的知識があり運航ノウハウに長けた既存の舟運事業者に委
託する。これは地域コミュニティバスなどで多く取り入れられている方法である。「河
川舟運に関する検討委員会」の河川舟運の全国調査結果（河川舟運制度研究会、2001：
56–57）によると、平成 10 年現在東京都と埼玉県の舟運事業者数は 88 であるが、内航
海運事業者数は減少傾向にあり、ソーシャル舟運によって新たな内航船舶利用の需要
を喚起する。
（3）クラブ組織による運営
拠点となるリバーステーション 1 カ所当たりの人口は 20～30 万人である。この拠点
周辺の行政・市場（企業）・市民が参加するクラブ組織を運営主体とする。
クラブ組織はソーシャル舟運利用者となるリバーステーション周辺の個人・団体が
自発的に組織し、サービスの利用可能性に対する受益者の評価を会費という形で明確
化する。市民セクターは行政や企業に依存するばかりではなく、会費を払うという行
為によって当事者意識をもって積極的に関与することが利害関係者の参加比率を高め、
コミュニティを強化しソーシャル舟運自体の持続に繋がる。荒川流域は人口が多く住
宅や工場地帯が密集し、行政は環境負荷低減・混雑緩和や社会的コスト削減、市場（企
業）は物流・旅客の効率化や集客効果、市民は利便性や地域活性化など多様な需要の
確保が容易である。
多様な需要、舟運の高い経済性、既存資産の共有・活用によるコスト低廉化のため
利害関係者のクラブ参加のハードルが低く、クラブ組織化に有利に働くことが期待で
きる。
クラブ運営の中心主体は各生活圏域の特徴、状況に沿ったセクターが担うものとし、
行政・市場（企業）のみならず市民セクターが中心になることも考えられる。首都圏
には河川関連、舟運関連の NPO が複数存在し、そのような専門性を持った NPO を運
営の核とすることもできる。またクラブ組織に地域有力企業やその地域の信用金庫等
の金融機関が参加することにより、利害関係者間のネットワーク構築の起点となるこ
とが期待される。
市民主体のクラブ組織の代表例としてはスペインのサッカークラブ、FC バルセロナ
がある。このクラブの存在は単なるスポーツクラブという範疇にとどまらず、地域の
自己表現、アイデンティティの象徴となっており（谷塚、2011：13）、会費で支えるク
ラブ組織が地域振興、コミュニティ強化に貢献している。ソーシャル舟運も単なるコ
ミュニティ交通機関であるだけではなく、地域の象徴となれば事業および地域の持続
可能性が高まるであろう。
（4）運　用
大きな速力を重視しない静脈物流（廃棄物輸送）的な事業を確保して定期航路事業
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の安定的運営を図るとともに、変動需要に対応する不定期航路を各拠点が連携して運
営する。不定期航路事業は定期航路事業の許可を取得していれば比較的スムーズに許
可取得が可能で、実際に多くの舟運事業者が不定期航路（チャーター）事業にも進出
している。
不定期航路はオンデマンドでの運営を想定する。これは航行中の船舶とユーザ要望
の情報（現在地、目的地、時間等）をネット上で集約・分析して最も効果的なマッチン
グを行い、定期航路で対応できない需要にサービスを提供するものである。ユーザ（会
員）はスマートフォンからオーダーすることで希望のリバーステーションから有料ヒッ
チハイク的に河川舟運を利用できる。変動需要に対応する船舶は拠点毎ではなく全流域
における共同管理とすることで管理するハードウェアのストックを最小限とする。
ソーシャル舟運導入初期は、プロトタイプとなるリバーステーション数カ所程度の
小規模なサービスを社会実験として開始し、利用者の要望やシステムの不具合に柔軟
に対応しながら流域全体への本格導入に繋げる。
（5）財　源
運賃収入とクラブ会員からの会費を財源とする。個人会員、法人会員を設定し、各々
の便益に見合った形で会費（補助金）を拠出するよう段階的に会費額を設定する。こ
れは前述の醍醐コミュニティバスで用いられた交通サービスの価値を認めた地域内の
個人・組織（企業）が「運行協力金」という形で寄付を行う「市民共同方式」に近似
した仕組みである。会費額に応じた運賃設定等の受益を提供し、また非会員の利用に
対しては割増料金の設定などの差別化を行ってフリーライダー（ただ乗り）を防ぐと
ともに、非会員へのソーシャル舟運の認知を促進する。
（6）期待される効果
荒川流域では、都心を中心とする放射状の交通網に比べ、川に並行する環状方向の
交通網の整備は遅れている。首都高速湾岸線・5・6・7 号線、国道 4・6・14・17・357
号等の多くの幹線道路が荒川を横断しているが、環状方向の幹線道路は首都高速道路
中央環状線、環状 4 号線程度である。鉄道も荒川を横断する路線は 13 路線があるが、
荒川に沿った鉄道は整備されていない。従って環状方向はソーシャル舟運を軸とし、
放射方向に整備された道路・鉄道と有機的に連携することで、東京都内の効率的な移
動を実現する。
1970 年代半ばの東京都江東内陸部の既存運河において陸上交通から舟運に転換した
場合の交通量変化の試算によると、自動車による貨物輸送量の 1 ／ 3 が舟運に代替で
きる（三浦、陣内、吉川、2008：160）という報告がある。この場合、総物流量を低
減させることなく CO2 の発生を約 30％削減できる。2009 年度の東京都における運輸
部門の CO2 排出量は 1,330 万トン（東京都環境局 HP「都における温室効果ガス排出
量総合調査（2009（平成 21）年度実績）」http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/
other/2009gaiyo.pdf より）であるから、ソーシャル舟運導入によって約 400 万トンの
CO2 削減が期待される。これは 2013 年の欧州 EU–ETS の排出権価格では 1,200 万～
2,400 万ユーロ（約 17 億～33 億円）となる。
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更にソーシャル舟運導入によって物流が河川舟運に転換されることで、車の使用量
が削減され道路への負荷が減少する。そのため道路の劣化が軽減されメンテナンスに
かかるコストの削減も期待できる。東京都における平成 13 年度の路面補修費は約 200
億円、橋梁の維持費は約 30 億円であった（東京都監査事務局 HP「道路の建設・管理
運営について」http://www.kansa.metro.tokyo.jp/PDF/15houkatsu/14/14_1douro.pdf
より）。従って数億円から数十億円のレベルでの削減が考えられる。
6.　おわりに
本稿では低コスト交通機関の運営が利害関係者間の合意形成に寄与し効率的・持続
可能な交通システムを構築できるという仮説について検証を行った。「ソーシャル舟運」
の荒川導入という仮想事例を用いて検証するという手法を採ることで、環境負荷やイ
ンフラ整備など直接交通に関わる便益についての具体的な定量評価が可能となり、一
定の有効性を提示することができた。
一方、直接交通に関わる便益以外の社会的インパクトをもたらす地域振興やコミュ
ニティ強化に対する評価は地域の特性に大きく依存するため、その検証については社
会実験などの実践的取組みに基づかなければ困難であり、この点が本研究の課題とし
て挙げられる。
社会的インパクト評価を確立することで、交通システムから生じる外部不経済の内
部化に対する低コスト交通機関導入の有効性をより明確に提示できると考える。
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